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―地方創生加速化交付金について― 

 

【加速化交付金制度の概要】 

●交付対象事業及び基準 

原則として、以下のイに掲げる事業分野のいずれかに該当し、ロに掲げる事業の仕組みを全て備え、ハに示す先駆性を有する事業を実

施する場合を対象とする。 

 

イ 事業分野 

各地方公共団体において、それぞれの総合戦略に位置づけられた（ないしは位置づけられる予定である）事業であって、地域のしごと

創生に重点を置きつつ、一億総活躍社会実現に向けた緊急対策にも資する、効果の発現が高い分野を対象とする。具体例には、以下のと

おりである。 

（イ）しごと創生・・・IT を活用した中堅・中小企業の生産性向上や新事業促進、農林水産品の輸出拡大、観光振興（DMO）、対日投資

促進 等 

（ロ）地方への人の流れ・・・生涯活躍のまち、地方創生人材の確保・育成 等 

（ハ）働き方改革・・・若者雇用対策、ワークライフバランスの実現 等 

（ニ）まちづくり・・・コンパクトシティ、小さな拠点、まちの賑わいの創出、連携中枢都市 等 

 

ロ 事業の仕組み 

（イ）地域経済分析システム（RESAS）の活用などによる客観的なデータやこれまでの類似事業の実績評価に基づき事業設計がなされて

いること。 

（ロ）事業の企画や実施に当たり、地域における関係者との連携体制が整備されていること。 

（ハ）ＫＰＩが、原則として成果目標（アウトカム）で設定され、基本目標と整合的であり、その検証と事業の見直しのための仕組み（Ｐ

ＤＣＡ）が、外部有識者や議会の関与等がある形で整備されていること。 

（ニ）効果の検証と事業の見直しの結果について、公表するとともに、国に報告すること。 
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ハ 先駆性 

以下の観点から、先駆的事業であること（地方創生に関する従来の事業の成果を踏まえつつ、事業内容、実施体制、事業の手法に新規

性のある取組であること等）。特に、（ロ）官民協働、（ハ）地域間連携、（ニ）政策間連携の要素は重要であるので、申請に当たっては、

そのうち２つ以上の要素について実施計画に明記すること。 

（イ）自立性 

事業を進めていく中で、「稼ぐ力」が発揮され、事業推進主体が自立していくことにより、将来的に行政からの補助金等に頼らず

に、事業として自走していくことが可能となる事業であること。 

（ロ）官民協働 

地方公共団体のみの取組ではなく、民間と協働して行う事業であること。また、単に協働するにとどまらず、民間からの資金（融

資や出資など）を得て行うことがあれば、より望ましい。 

（ハ）地域間連携 

単独の地方公共団体のみの取組ではなく、関係する地方公共団体と連携し、広域的なメリットを発揮する事業であること。 

（ニ）政策間連携 

単一の政策目的を持つ単純な事業ではなく、複数の政策を相互に関連づけて、全体として、地方創生に対して効果を発揮する事業

であること。また、利用者から見て意味あるワンストップ型の窓口等の整備を行う事業であること。 

（ホ）事業推進主体の形成 

事業を実効的・継続的に推進する主体が形成されること。特に、様々な利害関係者が含まれつつ、リーダーシップを持つ人材がそ

の力を発揮できる体制を有した推進主体であることが望ましい。 

（ヘ）地方創生人材の確保・育成 

事業を推進していく過程において、地方創生に役立つ人材の確保や育成を目指すものであること。 

（ト）国の総合戦略における政策５原則等 

国の総合戦略における政策５原則（将来性、地域性又は直接性）の観点や新規性など、他の地方公共団体において参考となる先駆

的事業であること。 
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【加速化交付金事業の概要】 

（単位：千円） 

事  業  名 事業総額 
町申請額 

（町負担額）
交付決定額 構成団体（負担額） 事業内容 

「天下取り」ブランド構築事業 116,100 76,100 76,100
・関ケ原町：40,000 

（交付決定：30,000）

・「天下分け目の合戦地」としての歴史的

共通点を活かして、新たな観光マーケ

ットの開発に向け、両町が連携して「天

下取り」ブランドの構築をするもの 

竹の京都ＤＭＯ地域活性化推進事業 48,000 7,000 不採択

・京都府 ：10,000 

・向日市 ：13,300 

・長岡京市：17,700 

・「竹の京都ＤＭＯ」設立に向け、本圏域

の観光・交流・集客等に関する事業を

一元的、総合的に推進するもの 

日本体育大学を核としたスポーツ・健康産

業のローカルブランデイング構築事業 
13,000 750 不採択

・美作市   ：4,750

・その他 11 市町@750

＊日体大との協定自

治体は 28団体 

・日体大とのつながりをローカルブラン

ドとして各地域が連携してスポーツ・健

康に対する新商品・新サービスの開発を

行い、地域におけるスポーツ・健康関連

産業の発展に資することを目的とする。

計 177,100 83,850 76,100
  

 

●交付決定内示 ： 平成２８年３月１８日（金） 

●全国の状況 

 ・交付申請事業数２，７４４件に対して、交付対象事業数１，９２６件（７０％）（審査体制：地方創生推進室 ３０名で審査） 

 ・申請団体数１，６２５団体（４７都道府県、１，５７８団体）のうち交付対象となったのは１，４３６団体（４７都道府県、 

１３８９市町村）８８％、交付対象とならなかったのは１８９団体（１２％） 

 ・採択された市区町村の平均交付予定額は４，４００万円 

 ・交付決定額 ９０６億円、残り９４億円は二次募集（申請〆切は夏前）財源とする。 

 ・９４億円は①全ての事業が不採択となった市区町村、②広域連携事業のみで交付予定額が３，０００万円以下、③未申請の市区町村 

 ・ 
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